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序章 調査の背景・目的及び全体構成

１ 調査の背景・目的

都市高速鉄道１２号線（以下「１２号線」という。）の延伸については、平成１２年の

運輸政策審議会第１８号答申（以下「１８号答申」という。）において、光が丘から大泉

学園町までの区間が「目標年次（平成２７年）までに整備着手することが適当である路線

（Ａ２路線）」に、大泉学園町以西のＪＲ武蔵野線方面が「今後整備について検討すべき

方向（Ｂ路線）」に位置付けられた。

その後、東京圏における居住分布が都心部に集中するなど、１８号答申の想定とは異なる経

過をたどった項目もあり、鉄道整備を取り巻く社会・経済情勢が変化する中、国においては、

平成２３年度に当該答申のフォローアップの位置付けとして「東京圏における鉄軌道の現状把

握と今後の方向性の検討に関する調査」を実施し、新たな課題が抽出されたところである。

本調査では、こうした背景を踏まえ、この答申で示された１２号線の武蔵野線方面への

延伸を新座駅とした場合について、延伸地域の現状や課題、鉄道導入により期待される効

果を整理した上で、当該地域における将来のまちづくりを想定することにより、需要・収

支の両面から１２号線延伸の事業成立の可能性を検証し、１２号線延伸の必要性や効果、

また、実現に向けた課題を明らかにすることを目的とする。

また、人口が減少傾向にある中で新線を整備するためには、相応の事業効果の存在が不

可欠である。そうした点においては、当該効果を延伸地域の鉄道利便性向上といった局所

的なものに限定せず、より広域的な範囲において交通的、都市構造的及び防災的な付加価

値を見出すことも必要であることから、「延伸地域の特性・優位性」と「鉄道整備」の融

合により、１２号線延伸地域でしか実現できない「広域的な都市機能」の創出についても

考察する。
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２ 調査の全体構成

本調査は、調査の背景・目的を踏まえ、以下に示すフローに従って進めた。

第３章 鉄道事業可能性の検討

3.1 需要予測

3.2 収支面から見た検討（採算性の検討）

第１章 延伸地域の現状及び動向の整理と鉄道導入により期待される効果

1.1 延伸地域の現状及び動向の整理

1.2 延伸地域の特性・課題と鉄道導入により期待される効果

（交通､まちづくり､社会･経済情勢）

交通データ（大都市交通センサ

ス、東京都市圏パーソントリップ

調査等）、人口データ等

第４章 事業評価面からの検討

4.1 事業評価の内容及び方法

（分析項目・評価指標、前提条件の設定）

4.2 便益の計測

4.2.1 利用者便益の計測

4.2.2 供給者便益の計測

4.2.3 環境等改善便益の計測

4.3 費用便益分析の結果

第５章 調査のまとめ及び今後の課題

5.1 交通利便性から見た１２号線延伸の効果 5.2 まちづくりから見た１２号線延伸の効果

5.3 １２号線延伸による防災性の向上 5.4 新駅周辺地域におけるまちづくり

5.5 採算性から見た１２号線延伸の可能性 5.6 事業評価から見た１２号線延伸の妥当性

5.7 今後の課題

都県市区資料等

3.1.1 予測ケースの設定

3.1.2 予測条件の設定

3.1.3 需要予測の方法

3.1.4 需要予測の結果

1.1.1 延伸地域の現状の把握

1.1.2 延伸地域を取り巻く社会・経済情勢の把握

1.1.3 上位計画・関連計画の整理

3.2.1 収支計算の前提条件の設定

3.2.2 収支計算ケースの設定

3.2.3 収支計算の結果（採算性検討結果）

第２章 まちづくりの検討

2.1 延伸地域における鉄道施設に関する設定

2.2 延伸地域におけるまちづくりの基本方針

の検討

2.3 新駅周辺地域におけるまちづくりの検討

2.2.1 検討に当たって考慮すべき事項

2.2.2 今後の地域構造における延伸地域

の役割

・広域的位置付けとまちづくりの基

本方針

2.2.3 導入機能の配置と土地利用の方針

・土地利用、建物施設（商業・業務、

居住、医療、文教、余暇等）

2.2.4 交通体系に関する方針

・道路、公共交通、鉄道駅端末

2.3.1 新駅周辺地域のまちづくり方針

2.3.2 新駅周辺地域の将来人口の設定


